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阿久比町ネーミングライツ事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町が所有する施設等にネーミングライツを付与すること

により、当該施設等の更なる魅力及びサービスの向上に資するとともに、新

たな自主財源の確保を目的に実施するネーミングライツ事業に関し、必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ ネーミングライツ 町が所有する施設若しくはその一部又は町が実施す

るソフト事業（以下「施設・事業等」という。）に愛称を付す権利 

⑵ 民間事業者等 法人その他の団体 

⑶ ネーミングライツ事業 町と民間事業者等がネーミングライツの付与に

関する契約を締結する事業 

⑷ ネーミングライツパートナー 町とネーミングライツ事業に関する契約

を締結した民間事業者等 

⑸ ネーミングライツ料 ネーミングライツパートナーが町に納める対価

（金銭、物品の納入及び役務の提供等） 

⑹ 愛称 ネーミングライツパートナーが命名した名称 

（基本原則） 

第３条 ネーミングライツ事業は、施設・事業等の本来の目的に支障を生じさ

せない方法により実施するとともに、施設・事業等の公共性を考慮し、社会

的な信頼性及び事業推進における公平性を損なわないようにしなければなら

ないものとする。 

２ 町は、ネーミングライツ事業を導入した施設・事業等について、愛称を積

極的に使用するものとする。 

３ 町は、町の条例等に定める施設・事業等の名称については変更しないもの

とし、必要に応じて、愛称ではなく町の条例等に定める施設・事業等の名称

を使用できるものとする。 



（案） 

2 

 

４ ネーミングライツ料については、当該施設・事業等の運営及び維持管理に

要する費用の一部に充てるものとする。 

（事業の種類） 

第４条 ネーミングライツ事業の種類は、次のとおりとする。 

⑴ 特定募集型 町が施設・事業等を選定し、条件を付した上で、公募を行

い、ネーミングライツパートナーの募集を行う方式 

⑵ 提案募集型 ネーミングライツパートナーとなることを希望する民間事

業者等からの提案により施設・事業等を選定する方式 

（対象施設・事業等） 

第５条 ネーミングライツ事業の対象となる施設・事業等は、スポーツ施設、

文化施設、公園その他の町有施設の全部又は一部並びにイベント及び講座等

のソフト事業とする。ただし、役場庁舎、学校、保育所のほか、施設・事業

等名称の規定経緯又は施設・事業等の性格上、ネーミングライツ事業にふさ

わしくないと町長が判断するものは、対象外とする。 

２ 選定しようとする施設が指定管理者制度導入施設（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者が管理を行っ

ている施設又は管理を行うこととしている施設をいう。以下同じ。）の場合

は、町長と指定管理者が協議の上、町長が選定するものとする。 

（応募資格の制限） 

第６条 ネーミングライツ事業への応募資格を有する民間事業者等は、次の各

号のいずれにも該当しないものとする。 

⑴ 政治活動及び宗教活動を行う団体その他これに類するもの 

⑵ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条に規定する営業及び当該営業に類する事業を行うもの 

⑶ 貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第１項に規定する貸金業及

び当該事業に類する事業を行うもの 

⑷ たばこ（電子たばこ等を含む。）の製造又は販売事業を行うもの 

⑸ 投機心若しくは射幸心をあおる、又はそのおそれがある事業を行うもの 

⑹ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)又は民事再生法(平成１１年法

律第２２５号)の規定に基づく更生又は再生手続を行っているもの 
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⑺ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しているもの 

⑻ 阿久比町指名停止要領（平成１２年４月１日施行）に規定する指名停止

措置を受けているもの 

⑼ 国税、県税又は市町村税を滞納しているもの 

⑽ 阿久比町暴力団排除条例(平成２３年阿久比町条例第２０号)第２条第１

号に規定する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員(以下「暴力

団員等」という。)であるもの又は暴力団員等と密接な関係を有している

もの 

⑾ 指定管理者制度を導入している施設にあっては、現在の指定管理者の事

業目的と競合する事業を行うもの（現在の指定管理者及びその関連企業は 

除く。） 

⑿ その他町長が適当でないと認めるもの 

（愛称の要件） 

第７条 ネーミングライツ事業による愛称の内容は、施設・事業等の性質等に

応じて、公募の際に募集要項で定めるほか、次に掲げる要件をいずれも満た

すものとする。 

 ⑴ 阿久比町広告掲載要綱（平成２４年４月１日施行）第３条第３項の各号

のいずれにも該当しないこと。 

⑵ 町民及び利用者に不利益を与えない中立性のあるものとすること。 

⑶ 第三者の商標権、著作権等の知的財産権を侵害するおそれがないこと。 

２ 町長は、愛称の表記に関して特に必要があると認めるときは、愛称に「阿

久比」、「阿久比町」、「あぐい」を含める等の条件を付すことができる。 

（契約期間） 

第８条 ネーミングライツ事業の契約期間は、次に定めるとおりとする。ただ

し、指定管理者制度導入施設については、その指定管理期間を考慮し、町長

は適切な期間を別に設定することができる。 

 ⑴ 公共施設 原則として３年以上 

 ⑵ ソフト事業 原則として事業を実施する年度内。ただし、複数年度に渡

る期間を設定できるものとする。 
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（公募） 

第９条 町長は、特定募集型の実施に当たっては、施設・事業等ごとに募集要

項を作成し、町ホームページへの掲載等により、ネーミングライツパートナ

ーを公募するものとする。 

２ 前項の募集要項には、次の事項を記載するものとする。 

⑴ 対象施設・事業等の名称、所在地及び概要 

⑵ 希望契約金額 

⑶ 希望契約期間 

⑷ 募集方法及び募集期間 

⑸ 選定の方法 

⑹ その他町長が必要と認める事項 

３ 町長は、提案募集型の実施に当たっては、提案募集に必要な事項について

定めた募集要項を作成し、町ホームページへの掲載等により、ネーミングラ

イツパートナーを公募するものとする。 

（事前相談） 

第１０条 提案募集型に応募しようとする民間事業者等（以下「事前相談者」

という。）は、提案募集型ネーミングライツ事業事前相談書（様式第１号）

を町長に提出し、愛称を提案する施設・事業等への愛称の導入の可否等につ

いて、あらかじめ確認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により愛称の導入の可否等について決定したときは、

提案募集型ネーミングライツ事業事前相談書に対する回答書（様式第２号）

により事前相談者に通知するものとする。 

（応募） 

第１１条 ネーミングライツ事業に応募しようとする民間事業者等（以下「応

募者」という。）は、ネーミングライツ事業申込書（様式第３号）に次に掲

げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

⑴ 応募者の概要を記載した書類 

⑵ 登記事項証明書（発行日から３か月以内のものに限る。） 

⑶ 最新年度の事業計画書 
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⑷ 直近３事業年度分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）及び事業

報告書 

⑸ 直近の法人税、法人事業税、法人住民税、消費税及び地方消費税の納税

証明書（発行日から３か月以内のものに限る。） 

⑹ ネーミングライツ事業（新規・更新）申込みに係る誓約書（様式第４号） 

（以下「誓約書」という。） 

⑺ その他町長が必要と認めるもの 

（ネーミングライツパートナー選定委員会） 

第１２条 町長は、ネーミングライツ事業に係る審査等を行うため、阿久比町

ネーミングライツパートナー選定委員会（以下「委員会」という。）を設置

する。 

２ 委員会は次に掲げる事項について審査する。 

 ⑴ ネーミングライツパートナーの選定に関すること 

 ⑵ 提案募集型の提案内容の採用に関すること 

 ⑶ その他ネーミングライツ事業について必要な事項に関すること 

３ 委員会の委員は、副町長、教育長、総務部長、民生部長、建設経済部長、

教育部長及び対象施設・事業等を所管する課長及び検査財政課長をもって充

てる。 

４ 委員会の委員長は、副町長をもって充てる。 

５ 委員長が必要と認めるときは、第２項の委員のほか、委員長の指名する者

を委員として充てることができる。 

６ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長

の指名する委員がその職務を代理する。 

７ 委員会の庶務は、総務部検査財政課において処理する。 

（会議） 

第１３条 委員会の会議は、ネーミングライツ事業への応募があったとき、又

は必要に応じて委員長が招集する。 

２ 委員会は、招集した委員の半数以上の出席がなければ開催することができ

ない。 
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３ 委員会は、ネーミングライツ料、契約期間、愛称案、応募者の経営状況等

（以下「適格性等」という。）を総合的に評価することにより、ネーミング

ライツパートナーの適否及び優先交渉順位を決定し、その結果を町長に報告

するものとする。この場合において、応募者が１者であっても、委員会は、

当該応募者の適格性等を審査するものとする。 

４ 委員会は、提案募集型による提案に対し公募により複数の応募が見込まれ

る場合には、特定募集型への移行の可否を判定するものとする。 

５ 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、

意見等を聴取し、又は資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

６ 委員会の議事は、出席した委員の過半数を持って決し、適否同数のときは、

委員長の決するところによる。 

７ 委員長が必要と認めるときは、委員全員の回議を持って委員会の開催に代

えることができる。 

８ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

また、同様とする。 

（決定） 

第１４条 町長は、前条第３項の規定による審査結果に基づき、応募に対する

採用の可否及び優先交渉権者を決定するものとする。この場合において、町

長は、優先交渉権者に対し、ネーミングライツ事業優先交渉権者決定通知書

（様式第５号）により通知し、当該優先交渉権者と契約に係る必要事項につ

いて協議を行うものとする。 

２ 町長は、次点順位及びその順位以降の応募者に対し、ネーミングライツ事

業審査結果通知書（様式第６号）により審査結果を通知するものとする。 

（次点順位者との協議） 

第１５条 町長は、前条第１項の規定による協議が整わなかったときは、次点

順位の応募者を優先交渉権者として、協議を行うことができるものとする。 

（契約の締結） 

第１６条 町長は、第１４条第１項又は前条の規定による協議が整った場合は、

当該優先交渉権者とネーミングライツに関する契約（以下「契約」という。）

を締結するものとする。 
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（ネーミングライツ料の納入） 

第１７条 ネーミングライツパートナーは、ネーミングライツ料を金銭で納め

る場合は、当該年度分（始期又は終期が年度途中の場合は月割りで算出）を、

初年度については契約締結後１月以内に、翌年度以降については４月３０日

までに一括で納入するものとする。 

２ ネーミングライツパートナーは、ネーミングライツ料を物品の納入又は役

務の提供により納める場合は、町長と協議し、当該協議により決定した日ま

でに納入するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、町長が特に必要と認めるときは、ネーミング

ライツパートナーと協議の上、支払方法、納入額、納入時期等を別に定める

ことができる。 

（ネーミングライツ料の返還） 

第１８条 既に納入したネーミングライツ料は、返還しない。ただし、ネーミ

ングライツパートナーの責めに帰さない理由により契約を解除したときは、

この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定によりネーミングライツ料を返還するときは、納入さ

れたネーミングライツ料から契約解除を行うまでの期間（１月に満たないと 

きは１月とする。）分のネーミングライツ料を差し引いて返還するものとす 

る。 

３ ネーミングライツ料が物品の納入又は役務の提供により納入されたもので

ある場合は、当該契約を締結したネーミングライツパートナーと協議の上、

その返還について決定するものとする。 

（契約の解除） 

第１９条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、ネーミングライツ

事業の契約を解除することができる。 

⑴ 指定した期日までにネーミングライツ料の納入がないとき。 

⑵ 虚偽の申込み又は不正の手段により応募したことが判明したとき。 

⑶ ネーミングライツパートナーが法令等に違反したとき。 

⑷ 第６条各号に規定する事業者に該当することとなったとき。 
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⑸ ネーミングライツパートナーの社会的又は経済的信用を著しく失墜させ

る事由が発生したとき。 

⑹ その他町長が必要と認めるとき。 

２ 町長は、前項の規定により契約を解除したときは、ネーミングライツ事業

採用取消通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

（費用負担区分） 

第２０条 ネーミングライツ事業の実施に当たり、町は、町ホームページ、印

刷物等の作成に要する費用を負担するものとし、ネーミングライツパートナ

ーは、看板及び標識等（以下「看板等」という。）の設置並びに変更に要す

る費用を負担するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、町及びネーミングライツパートナーは、協議に

より、同項に規定する費用の負担区分を変更することができるものとする。 

３ 応募及び契約締結に係る諸費用、契約期間の満了又は契約の解除に伴う看

板等の原状回復に要する費用は、ネーミングライツパートナーが負担するも

のとする。 

（指定管理者との協議） 

第２１条 指定管理者制度導入施設については、愛称の使用に関して、町、指

定管理者及びネーミングライツパートナーとの間で、必要な事項について、

協議するものとする。 

（愛知県屋外広告物条例の遵守） 

第２２条 町及びネーミングライツパートナーは、施設等への愛称の表記につ

いては、愛知県屋外広告物条例（昭和３９年愛知県条例第５６号）の規定を 

遵守しなければならない。 

（契約期間更新の申込み等） 

第２３条 ネーミングライツパートナーは、契約期間の更新を希望するときは、

ネーミングライツ事業更新申込書（様式第８号）に誓約書その他町長が必要

と認める書類を添付して、当該契約期間満了６月前までに町長に申し込まな

ければならない。なお、以後の更新についても同様とする。 

２ 第５条から第８条まで、第１１条及び第１３条から前条までの規定は、前

項の規定による契約期間の更新について準用する。 
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（権利義務の譲渡等の禁止） 

第２４条 ネーミングライツパートナーは、ネーミングライツに関する権利又

は義務を第三者に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（その他） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和〇年〇月〇日から施行する。 

 



様式第１号（第１０条関係） 

 

 

  年  月  日 

 

阿久比町長 殿 

 

申込者 所在地 

名称 

代表者氏名 

  

提案募集型ネーミングライツ事業事前相談書 

 

 

 次のとおり提案募集型ネーミングライツ事業への応募を検討するため、事前

相談を申し込みます。 

 

応募施設・事業名    

対 価 
☐金銭    ☐金銭以外    ☐金銭及び金銭以外 
※ 該当する項目にチェックを入れてください。 

金 額 

 

年額         円（消費税額及び地方消費税額を除く。） 

 

【金銭以外の内容】 

 

  
※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算 

したときの相当金額を記載してください。 

 

愛称を使用する期間 年  月  日 ～    年  月  日（  年間） 

施設等の選定理由、 

応 募 の 趣 旨 等 
 

担当者 

連絡先 

所 属 ・ 氏 名  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

メールアドレス  

 



様式第２号（第１０条関係） 

 

第   号 

年 月 日 

 

（申込者） 

 

阿久比町長 

  

提案募集型ネーミングライツ事業事前相談書に対する回答書 

 

 

    年 月 日付けで提出のありました提案募集型ネーミングライツ事業

事前相談書に対して、次のとおり回答します。 

 

対象施設・事業名  

導 入 可 否 

 

☐ 導入を可とする 

 

 ☐ 導入を否とする 

 

（理由・条件等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 導入可の場合は、様式第３号ネーミングライツ事業申込書及びその他必要書類を提出

してください。  



様式第３号（第１１条関係） 

 

  年  月  日 

 

阿久比町長 殿 

 

申込者 所在地 

名称 

代表者氏名 

  

 

ネーミングライツ事業申込書 

 

 

 阿久比町ネーミングライツ事業について、次のとおり関係書類を添えて申し

込みます。 

 

応募施設・事業名  

フ リ ガ ナ  

愛 称 案  

愛称の理由・由来  

対 価 
☐金銭    ☐金銭以外    ☐金銭及び金銭以外 
※ 該当する項目にチェックを入れてください。 

金 額 

 

年額         円（消費税額及び地方消費税額を除く。） 

 

【金銭以外の内容】 

 

 

 

 

  
※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算 

したときの相当金額を記載してください。 

 

愛称を使用する期間 年  月  日 ～    年  月  日（  年間） 

応 募 の 動 機  



地域貢献等の実績  

施 設 の 魅 力 向 上 

に 関 す る 提 案 
 

そ の 他 希 望 事 項  

担当者 

連絡先 

所 属 ・ 氏 名  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

メールアドレス  

 

＜添付書類＞  

⑴ 応募者の概要を記載した書類  

⑵ 登記事項証明書（発行日から３か月以内のものに限る。）  

⑶ 最新年度の事業計画書  

⑷ 直近３事業年度分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）及び事業報告書  

⑸ 直近の法人税、法人事業税、法人住民税、消費税及び地方消費税の納税証明書（発行

日から３か月以内のものに限る。）  

⑹ ネーミングライツ事業（新規・更新）申込みに係る誓約書（様式第４号）  



様式第４号（第１１条、第２３条関係） 

 

 

  年  月  日 

 

阿久比町長 殿 

 

申込者 所在地 

名称 

代表者氏名 

  

 

ネーミングライツ事業（新規・更新）申込みに係る誓約書 

 

 

 ネーミングライツ事業の（新規・更新）申込みにあたり、阿久比町ネーミン

グライツ事業実施要綱第６条各号のいずれにも該当していないことを誓約しま

す。 

 この誓約が事実と相違することが判明した場合は、阿久比町が行う一切の措

置について、意義の申し立ては行いません。 

 

対象施設・事業名 
 

フ リ ガ ナ  

愛 称 案 

 

 



様式第５号（第１４条関係） 

 

第   号 

年 月 日 

 

（申込者） 

 

阿久比町長 

  

ネーミングライツ事業優先交渉権者決定通知書 

 

 

    年 月 日付けで提出のありましたネーミングライツ事業について、

次のとおり決定しましたので通知します。 

 

対象施設・事業名  

愛 称  

対 価 ☐金銭    ☐金銭以外    ☐金銭及び金銭以外 

金 額 

 

年額         円（消費税額及び地方消費税額を除く。） 

 

【金銭以外の内容】 

 

 

 

 

  
※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算 

したときの相当金額を記載する。 

 

愛称を使用する期間 年  月  日 ～    年  月  日（  年間） 

 



様式第６号（第１４条関係） 

 

第   号 

年 月 日 

 

（申込者） 

 

阿久比町長 

  

ネーミングライツ事業審査結果通知書 

 

 

    年 月 日付けで申込みのありましたネーミングライツ事業について、

審査の結果、次のとおり決定しましたので通知します。 

 

対象施設・事業名  

提 案 愛 称  

対 価 ☐金銭    ☐金銭以外    ☐金銭及び金銭以外 

金 額 

 

年額         円（消費税額及び地方消費税額を除く。） 

 

【金銭以外の内容】 

 

 

 
※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算 

したときの相当金額を記載する。 

 

愛称を使用する期間 年  月  日 ～    年  月  日（  年間） 

決 定 事 項  

理 由  

 



様式第７号（第１９条関係） 

 

第   号 

年 月 日 

 

（ネーミングライツパートナー） 

 

 

阿久比町長 

  

ネーミングライツ事業採用取消通知書 

 

 

    年 月 日付け    第 号で採用の決定をしたネーミングライツ

事業については、次の理由により採用を取り消しましたので、阿久比町ネーミ

ングライツ事業実施要綱第１９条第２項の規定により通知します。 

 なお、既に納入されたネーミングライツ料については、阿久比町ネーミング

ライツ次号実施要綱第１８条第１項の規定により返還しません。 

 また、当該採用取消による契約解除に伴う原状回復に必要な費用は、阿久比

町ネーミングライツ事業実施要綱第２０条第３項に規定により、ネーミングラ

イツパートナーの負担とします。 

 

対象施設・事業名  

取 消 年 月 日 年  月  日 

取 消 理 由  

 



様式第８号（第２３条関係） 

 

 

  年  月  日 

 

阿久比町長 殿 

 

申込者 所在地 

名称 

代表者氏名 

  

 

ネーミングライツ事業更新申込書 

 

 

 阿久比町ネーミングライツ事業の更新について、次のとおり関係書類を添え

て申し込みます。 

 

更 新 希 望 施 設・ 

事 業 名 
 

対 価 
☐金銭    ☐金銭以外    ☐金銭及び金銭以外 
※ 該当する項目にチェックを入れてください。 

金 額 

 

年額         円（消費税額及び地方消費税額を除く。） 

 

【金銭以外の内容】 

 

 

 

 

  
※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算 

したときの相当金額を記載してください。 

 

愛称を使用する期間 年  月  日 ～    年  月  日（  年間） 

施 設 の 魅 力 向 上 

に 関 す る 提 案 
 

そ の 他 希 望 事 項  

 



 

【事務担当者及び連絡先】  

所 属 ・ 氏 名 
 

電 話 番 号 
 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 
 

メ ー ル ア ド レ ス 
 

 

＜添付書類＞  

⑴ 応募者の概要を記載した書類  

⑵ 登記事項証明書（発行日から３か月以内のものに限る。）  

⑶ 最新年度の事業計画書  

⑷ 直近３事業年度分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）及び事業報告書  

⑸ 直近の法人税、法人事業税、法人住民税、消費税及び地方消費税の納税証明書（発行

日から３か月以内のものに限る。）  

⑹ ネーミングライツ事業（新規・更新）申込みに係る誓約書（様式第４号）  


